　　　　ＮＭＣ３月例会　　最近の中東情勢と湾岸諸国の開発計画・ビジネス環境　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成２０年３月１２日　　１８時３０分～２０時３０分

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　講師（財）国際開発センター　研究顧問　　畑中　美樹氏
１．講師紹介

１９７４年慶應大学経済学部卒　富士銀行入社　１９８０年中東経済研究所出向　富士銀行退社　中東経済研究所入所（カイロ事務所長）　国際経済研究所を経て　２０００年１０月より現職　
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２．テーマ

オイルショックとバブル不況で日本企業は中東地区から大幅に撤退し、中東との人的繋がりを失っている。講師は中東との長い関わりを続けて持ち、若い時の友人が政府高官や王族になっているので、現地の生の情報を入手しえている。変化激しい中東の最近の情勢を具体例を交えてお話いただいた。

３．不安定ながらも落ち着きを取り戻す中東政治情勢

（１）イラン

①　米国ＣＩＡの発表

２００７年１２月に米国ＣＩＡは次のように発表した。イランが核開発計画を２００３年に停止している。イランは２００６年１月にウラン濃縮活動を再開しているが、２０１５年より前には核兵器の製造に十分なプルトニュウムを生産・再処理する技術力を得ることは出来ない。しかし、最終的には核兵器を製造する科学力・技術力・工業力を持つと評価している。

②　国連安保理のイラン制裁決議

　国連安保理は２００６年１２月及び２００７年３月に対イラン制裁を決議し、イラン政府関係者の渡航禁止や資産凍結を実施中である。米国はより強い制裁を要望したが、それを認めず、最終的には、その活動を注意深く見守ることになった。

③　内政動向が注目されるイラン
２００８年３月１４日の国民議会選挙を前にして、イランの内政が俄かに騒がしくなっている。アハマディネジャド大統領に対する批判が高まり、嘗ての強硬派が２分され、その一部が保守穏健派との統一会派の結成を発表した。その会派には、ラフサンジヤニ元大統領やハタミ前大統領も参加している。

ラフサンジヤニ元大統領は、１１月に年率１９.１％のインフレ率とマネーサプライの増加率年率４０％によるインフレ懸念を表明している。国民は経済の情勢悪化により、現政権に嫌気がさしており、現政権が負ければ、米国や西側社会にとって外交交渉での解決余地が広がる。

（２）イラク

①　治安回復　

戦乱で国外に脱出した人々が大量に帰国している。外国生活が苦しいこともあるが、イラク国内の治

安の改善によるところが大きい。イラク人の死傷者は昨年夏に比し半減し、バクダットでは日中の通勤が安全になり、夜間の外食も可能になっている。アンバル県の全域、シリア国境に至るユーフラテス川流域に平和が戻っている。南部シーア派地域、クルド自治地域も概ね平静である。反米勢力が逃れている中央北部のみ戦闘地域になっている。

②　治安回復事情

　米軍３万人を投入し治安確保に努めた効果もあった。　ファルージャで死亡した警察官の葬儀で自爆攻撃が発生し、地元民２７０人が犠牲になったことがきっかけになり、アル・カイダに対する民衆の反発が高まり、部族長達による米軍との和解取引が成立したことも影響している。また、イラク駐留米軍のペトレアス司令官の地元民やイスラム教の導師との接触で、地方文化尊重・地元民の気持ち尊重等の配慮が認められ、米軍の占領に対する愛国的な心理面からの抵抗感が激減したと言われる。

③　今後の見通し

　イラク中央政府を構成する宗派・民族間の相互不信は根強く、米軍撤退後の混乱が予想される。

（３）中東和平

①　中東和平国際会議

　２００７年１１月ワシントン近郊で米国主導の中東和平国際会議が開催された。ブッシュ大統領はイスラエルとパレスチナの間の和平交渉を継続し、任期の切れる２００９年１月までに、民主的で独立可能なパレスチナ国家に向けて尽力すると強調した。ブッシュ大統領は就任以来、パレスチナ問題に殆ど関わっていない。歴史的評価を得るため、目標として挙げたのであろう。問題解決は容易ではない。

2  パレスチナ支援国会議

２００７年１２月、フランスが主催し、６０の国や国際機関が参加する上記会議がパリで開催され

た。アッパス・パレスチナ自治政府大統領はパレスチナ改革・開発計画を説明し、２００８年から３年間に５６億ドルが必要と訴えた。サルコジ・フランス大統領はその計画は現実的であるのでフランスは２億ドルの支援をすると表明し、各国に積極的な支援を呼びかけた。

（４）国際テロ

1  サウジアラビア

部族はテロ組織に若者が流れぬよう管理し、モスクの過激な指導者を穏健な指導者に変え、かつテロに資金が流れない仕組みを実行したので大都市におけるテロはなくなった。しかし、地方ではまだある。サウジアラビア内務省は２００７年１１月イスラム武装勢力２０８人を拘束したと発表した。また、石油施設や軍事施設の警護に当たる専門防衛部隊を創設し、３５０００名を予定していると発表した。

②　アルジェリア

アルジェリアの首都で２００７年１２月の国連難民高等弁務官事務所と高等裁判所を狙ったとみられる連続自爆テロ事件が発生し、２０名強が死に、１８０名が負傷した。欧州のテロ専門家はアフガニスタンやイラクのテロ事件が北アフリカに拡散したとの見方をとっている。また、アル・カイダが欧州攻撃の出撃地としてのアルジェリアに戦略的拠点を構築することに成功したと解説している。西側の外交筋はイスラム・マグレブ諸国のアル・カイダ組織は１０００名超と推計してる。

４．高水準の原油価格が続く国際石油情勢　　　　　　主要石油指標の推移

項　　目　　　　　単位　　　　２００４年　　２００５年　　２００６年　　２００７年

原油需給バランス　　　万Ｂ/Ｄ　　　　 +７０　　　　+７０　　　　　　０　　　　　 －７０　

ОＰＥC石油在庫　　　１００万バレル　+６９　　　　+８６　　　　　+９８　　　　　－８

同上　消費日数　　　　何日　　　　　　８０　　　　　８３　　　　　　８５　　　　　８５

ОＰＥＣバスケト価格　ドル／バレル　　３６　　　　　５１　　　　　　６１　　　　　６８

同上　前年比　　　　　　同上　　　　　+８　　　　　１５　　　　　　１０　　　　　　７

①　油価上昇事情

１次オイルショック（１９７３年）は３ドルが１２ドルと４倍に石油価格が上昇した。

２次オイルショック（１９７９年）は１３ドルが４０ドルと３倍に石油価格が上昇した。

今回は３月１０日現在１０９ドルに上昇し、世界的に急激な物価上昇を引き起こしている。

現状でのファンダメンタルな値上がり理由は次の３点である。

Ａ．中国・インド等東アジアの需要の急増。

Ｂ．ОＰＥＣの生産余力の低下

Ｃ．米国製油能力が台風被害で減少

しかし、需要増加に対して供給も結果的には概ね対応していて、工場稼働率は９２.１％である。生産余力は３００万Ｂ/Ｄあり、ゆとりがある。従ってこれだけでは急激な上昇は説明できない。

2 ファンダメンタルだけでは説明できない油価上昇・不安材料

Ｄ．ドル不安、サブプライム問題から投機マネーが石油先物市場に大量に流入し、投機化している。

彼等は、中国等の需要増で５年後に供給不足が生ずると説明している。

Ｅ．Ｂの生産余力３００万Ｂ／Ｄの内ナイジェリアが１０％を占めるが、同国に武装勢力による混乱の懸念がある。またサウジアラビアが１８２と過半を占めていて一国に依存の危険性が指摘されている。

Ｆ．ОＰＥＣの生産量の約２０％を占めるイラン・イラク情勢が安定的ではない。

Ｇ．ОＰＥＣの生産量の８％を占めるベネズエラが資源ナショナリズムにより同国の米国のエクソンモービル保有資産を国有化したことで米国と紛争が生じている。

Ｈ．サブプライムローン問題の深刻化による景気後退の懸念が生じ、石油需要減少の可能性あり。

Ｉ．地球温暖化対策の本格化により中長期的に石油の需要が弱まる可能性がある。

５．湾岸産油国の開発ラッシュ・建設ブーム

　湾岸産油国に流入した資金を活用して、進行中の建設事業は２８３７件、事業総額２兆４０００

億ドルにのぼる。内容は以下の通り。

1 保健部門　　高齢化の進行に備え、糖尿病・心臓病・眼病・肥満症等のため病院・診療所の建設
に２０２５年までに６００億ドルの投資が計画されている。

2 レジャー開発　　地域は面積は少ないので製造業の開発に向かないため、各国は外国人を呼び込

むレジャー開発に熱中している。投資額はドバイ３８１４億ドル、サウジアラビア１８４４憶ドル、アブダビ１３１３億ドルが大口で、中東１３カ国で１６６件１兆６０億ドルに達する。投資目的は居住用・商業用・娯楽用の混在した物が６１１９億ドル、レジャー・リゾート開発が２１８３億ドル、美術館・テーマパーク開発が１７１８億ドルである。具体的には次のようなものがある。

Ａ．美術館　アブダビ政府はグッゲンハイム美術館、ルーブル美術館と提携して同国に夫々別に巨大美術館を建設する。フランスはルーブルの名前と絵画の賃貸料として２年で５億ドルを得る。

Ｂ．新運河建設　ドバイは総延長７５ｋｍの新運河を６１０億ドルで建設し、景観を大きく変え、その周辺に巨大ビル群を建設する。その中央に世界最高のビル建設がある。

Ｃ．経済都市開発　サウジアラビアは全国土の均衡した発展のため、北部、東部に４経済都市を建設して、鉱業、ＩＴ・基礎建設資材、農業関連製造業等を起こし、約１２万人の雇用創出を実現する。

Ｄ．環境配慮型観光　リビアは環境に優しいホテル、有機栽培農場と現地に残された多くのギリシャ・ローマ遺跡を生かして外国人を呼び寄せる遠大な計画を発表している。

Ｅ．海岸、島のモダーン・リゾート　リビア、バハレン、ドバイ、カタール、イエメン、アラブ首長　　

　国連邦は海岸や島をモダーンなデザインで形作り、建物もモダーンにして奇を衒い、外国人観光客

の誘致を計画している。

６．オイルマネー

①　リビア　　同国は１日当たり１億５００万ドル原油収入が国庫に入る。既にファンドを設立してイタリアに投資をしているが、今後世界に投資を積極的に行うことを表明している。

②　カタール　　サブプライム問題やドル安で対米投資は、一般には控える動きがあるが、カタール投資庁は米国企業の価値の下落は買い時、特に株価下落した金融関連株の購入可能性を示唆している。

③　アブダビ首長国　　アブダビ投資庁は２００７年１１月にサブプライムの影響をうけたシテイグループに７５億ドルの出資を決めた。アブダビ・ナショナル・エネルギー社はカナダのエネルギー関連に投資を発表したが、今後更に、カナダ、欧州、中東に６００億ドルの投資を計画していると発表した。

④　ドバイ　　ドバイの企業連合は、ロッテルダムのコンテナーターミナル、シンガポールの海運関連企業、中国の地方空港整備事業に大型投資を行い、国際的物流の発展に注力している。また、ニューヨークの高級衣料専門店バニーズを買収している。ドバイ国際金融センター総裁は米国株価下落は米国株買収の好機であるので対米投資を拡大したいと表明している。

７．対ドル姿勢
各国の米国との距離や米国への安保面での依存度により、その対応に相違がある。

①　サウジアラビア　　　　慎重な姿勢を崩していない。

②　イラン・ベネズエラ　　ドル離れを進めている。

③　クエイト　　軍事・安保面で対米依存を続けているが、米ドルのみの連動性を変更した。

④　カタール　　運用の９９％ドル建を４０％にへらし、ユーロ４０％、ポンド他２０％にした。

この動きは他国に影響し、米国投資を半減し、欧州・アジアの投資を増額しつつある。

８．アジア投資

従来、欧米向け投資中心であったが、中国中心にアジア投資が大幅に増加している。

1  カタール　運用多様化のため、中国、日本、韓国、ベトナムの金融機関。輸出企業に投資する。

2  ドバイ　　住宅・事務所の賃料が急上昇のインド不動産事業に投資を開始している。

3  アブダビ　パキスタン沿岸製油所に５０億ドルを投資。最大投資供与国になる。

4  カタール　シンガポールと通信情報分野で連携した。

マレーシアとはイスラム法に合致した事業に融資するファンドを設立した。

９．講師の意見

　中国やアジア各国が中東諸国と連携し、新しい世界の流れに乗って積極的に動いているのに、日本は完全に乗り遅れている。中東との人的繋がりを失っていることが大きな原因であるが、バブル崩壊後の不況により慎重な経営になり過ぎて、動きが遅いように思える。

１０．ライターの感想

激動している時に政治家は国会ゲームを楽しんで、世界の潮流に遅れている。経済界も同様である事を知り愕然とする。あぶく銭による箱物投資は日本のバブル時代を思い出す。泡として消えるであろう。　世界中が物価上昇に苦しんでいるのに、一部の国に資金が集中する矛盾を感じる。世界平和に最も重要なパレスチナに必要な資金と中東のレジャー投資金額のアンバランスは酷い。国連、ＥＵ等の公正な組織による公正取引委員会的組織の必要を感じる。しかし、米国、ロシアの同意が得られないだろう。　　　
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（文責　－　榎本）

[image: image5.jpg]


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

司会：石塚理事





講師：畑中美樹氏





左から：福山・入船・石村・鈴木・阿片・篠田氏↑











上から：廣瀬・榎本・吉田・小池・小高・内田氏→


　　　　　　　　　(重なっちゃいました)








　　　　　　　　松村・福島洋・竹林・宮崎（写真）


懇親会での講師と理事長↓　　　　懇親会風景↓











